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令和４年度第２回全国都道府県
介護福祉士会会長会議のご報告

【議事内容】
第１部　メイン議題
　今回の会長会議では、３つの議題が扱われました。それ
ぞれの議題の概要は以下の通りです。

（１）パートナー協定の進め方
    　 前回の会長会議では、今後、各都道府県介護福祉

士会と日本介護福祉士会とで協定書の内容について
調整を行い、合意に至ったところからパートナー協定
書の締結を進めることが確認されました。このことを踏
まえ、今回の会長会議では、協定書を締結することの
意義を確認したうえで、締結に係るスケジュール等の
見通しについての確認が行われました。

（２）会費見直しの周知広報のお願い
    　 令和５年度に日本介護福祉士会の会費（年会費・入

会金）が見直されることを踏まえ、全国の都道府県介
護福祉士会のホームページやパンフレット・チラシ等の
修正の依頼がなされました。

（３）昨年度の調査研究事業等の成果物を踏まえた今後の
対応」が扱われました。

    　 令和４年６月17日に開催した令和3年度の厚生労
働省等調査研究事業（日本介護福祉士会参画分）の報
告会を踏まえ、日本介護福祉士会として、今後、どの
ような対応を図っていくのか等についての報告があり
ました。

第2部　各委員会から
　日本介護福祉士会に設置されている、生涯研修体系検
討委員会や組織強化委員会、運営サポーター運営部会
などから、全国の都道府県介護福祉士会と共有する事項、
お願い事項等についての説明・意見交換がありました。

第3部　その他
　会員管理関係の事案や今後の代議員・役員選挙の在り
方など、事務的な案件等について情報共有等がありました

【報告事項】
（１）パートナー協定の進め方
    　 パートナー協定の締結に当たり、都道府県介護福祉

士会によっては、理事会のほか総会にお諮りする場合
も考えられるため、パートナー協定を締結するまでの
猶予期間を令和５年７月末日までとし、ただし、猶予期
間内に締結に至らなくとも、協議によりその期間を半
年延長できること等が確認されました。

（２）デジタル・テクノロジー検討委員会
    　 日本介護福祉士会としての対応方針が、以下の通り

確認されました。今後は、この対応方針に沿った形で、
取組を進めていくことになります。

以上

　令和４年７月20日（水）に、令和４年度第２回全国都道府県介護福祉士会会長
会議が開催されました。
　全国都道府県介護福祉士会会長会議は、日本介護福祉士会と全国の都道府県介護福祉士会が、「ひとつの職能団体」と
して活動を推進するために必要な情報の共有や考え方の調整等を行うために実施しているものです。

日本介護福祉士会のデジタル・テクノロジー対応方針
・ 人材不足が深刻化するなか、介護サービスの質を担保

するために、デジタル・テクノロジーを活用することは、
否定するものではない。

・ しかし、現在の介護現場は、デジタル・テクノロジーが
あまねく浸透しているとは言えない状況にある。デジタル・
テクノロジーについてわからないことが、介護現場を担
う介護職員の不安の声につながっている。

・ この課題を解決するためには、デジタル・テクノロジーに
対する介護現場の不安を払しょくすることと併せ、介護
サービスの受益者を最優先で考える介護福祉士を、介
護現場におけるデジタル・テクノロジー活用の中核的役
割を担う人材とすることが重要である。

・ このことを踏まえ、日本介護福祉士会として、次の取組
を推進する。

①デジタル・テクノロジーに対する不安を払しょくするため、
介護福祉士に対し、デジタル・テクノロジーに係る学び
の機会を提供する。

②介護現場にデジタル・テクノロジーを導入する際、デジ
タル・テクノロジーを有効に活用できるリーダー的介護
福祉士を養成する。
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公益社団法人日本介護福祉士会
第29回全国大会 ・ 第20回日本介護学会 in かながわ

2022年10月19日（水）・10月20日（木）
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3年ぶりに全国の介護福祉士が「再び出逢う」大会。
大さん橋ホール（定員500人）・オンライン（定員500人）先着順に参加申し込み絶賛受け付け中！
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